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有効な家具類転倒防止対策の研究について 

千葉市長 熊谷 俊人

国内では大規模地震が相次いでおり、また、首都直下地震の切迫性が指

摘される中、更なる防災・減災対策の推進が急務となっている。

平成７年に起きた「阪神・淡路大震災」では、負傷した方のうち、約５

割の方が家具等の転倒・落下によるものだった。このことから各行政機関

は、家具類転倒防止についての啓発を行ってきたが、内閣府の「防災に関

する世論調査」（平成２９年１１月調査）では、「家具・家電などを固定し、

転倒・落下・移動を防止している」と答えた人が約４割となっており、い

まだ対策を行っていない人が半数を超えている現状がある。また、東京消

防庁の調査によると、近年発生した地震においては、負傷者の約３～５割

の方々が屋内における家具類の転倒・落下によって負傷していることが判

明している。（「家具類の転倒・落下・移動防止対策ハンドブック－室内の

地震対策－」平成２７年度版）

各自治体においては、公共施設やインフラ施設の耐震化、警察、消防の

救命・救助体制の強化、自主防災組織等住民の防災力向上など、様々な防

災対策を進めているところだが、何より個人個人が、自らの命を守ること

が大切である。そのためには、家具類転倒防止対策の更なる促進を図る必

要がある。

また、首都圏では、オフィスが集中していることや、賃貸物件で暮らす

方が多いこと、比較的コンパクトな住居が多いことなどの特徴があり、こ

れらを踏まえた対策を検討する必要がある。

そこで、家庭や職場での家具類転倒防止の取り組みがより一層促進され

るために、九都県市が共同して研究・取組みを行うことを提案する。

（取組例） 

・ 家具類転倒防止対策の阻害要因の研究 

（借家における原状回復義務、住宅や建物の構造） 

・ 家具類転倒防止対策を促進するための検討 

   （関係業界への働きかけ）
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